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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成21年６月29日に提出いたしました第101期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）有価証券

報告書の記載事項の一部に訂正を要する箇所がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂

正報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　　第２　事業の状況

　　　　７　財政状態及び経営成績の分析

　　　　　(2) 当連結会計年度の財政状態の分析

 

　　第４　提出会社の状況

　　　　１　株式等の状況

　　　　　(8) ストックオプション制度の内容

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部　【企業情報】 

　　第２　【事業の状況】 

　　　　７　【財政状態及び経営成績の分析】 

　　　　　(2) 当連結会計年度の財政状態の分析

　

（訂正前）

　　＜前略＞

　イ　貸出金

前連結会計年度 当連結会計年度 増減（億円）

（億円）Ａ （億円）Ｂ （Ｂ）－（Ａ）

貸出金（末残） 21,294 21,459 165

うち住宅ローン 4,636 4,727 919

　＜後略＞

　

（訂正後）

　　＜前略＞

　イ　貸出金

前連結会計年度 当連結会計年度 増減（億円）

（億円）Ａ （億円）Ｂ （Ｂ）－（Ａ）

貸出金（末残） 21,294 21,459 165

うち住宅ローン 4,636 4,727 91

　＜後略＞
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　第４　【提出会社の状況】 

　　　　１　【株式等の状況】 

　　　　　(8) 【ストックオプション制度の内容】

　

（訂正前） 

　　＜前略＞ 

　　９．新株予約権の行使の条件 

Ａ．新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を

経過する日までに限り一括して行使できるものとする。

Ｂ．上記Ａにかかわらず新株予約権者が平成46年８月24日に至るまでに権利行使開始日を迎えな

かった場合には、平成46年８月25日から平成47年８月24日までに限り新株予約権を行使できるも

のとする。

　＜後略＞

　

（訂正後）

　　＜前略＞

　　９．新株予約権の行使の条件

Ａ．新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を

経過する日までに限り一括して行使できるものとする。

Ｂ．上記Ａにかかわらず新株予約権者が平成45年８月24日に至るまでに権利行使開始日を迎えな

かった場合には、平成45年８月25日から平成46年８月24日までに限り新株予約権を行使できるも

のとする。

＜後略＞

EDINET提出書類

株式会社　北國銀行(E03566)

訂正有価証券報告書

4/4


	表紙
	本文
	１有価証券報告書の訂正報告書の提出理由
	２訂正事項
	３訂正箇所
	第一部企業情報
	第２事業の状況


	７財政状態及び経営成績の分析
	第４提出会社の状況

	１株式等の状況
	(8)ストックオプション制度の内容


